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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　流動性の内容物が充填される合成樹脂フィルム製の内袋と、
　前記内袋が収納される合成樹脂フィルム製の外袋と、
　前記内袋に取付けられ、リシール可能な口栓部と、
を備え、
　前記内袋と外袋との間には密閉空間が形成されており、
　前記内袋及び前記外袋のうちの少なくとも一部が、前記密閉空間内に存在する第１反応
物との反応により、前記密閉空間内に気体を発生する第２反応物が練り込まれたフィルム
により構成されていることを特徴とする自立パウチ。
【請求項２】
　第１反応物は水分であり、第２反応物は水分との反応により水素を発生する金属粉であ
ることを特徴とする請求項１に記載の自立パウチ。
【請求項３】
　第１反応物は水分であり、第２反応物が水分との反応により二酸化炭素を発生する化合
物の粉であることを特徴とする請求項１に記載の自立パウチ。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、醤油、ソース、飲料等の流動性の内容物を少量ずつ消費することを可能とし
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た合成樹脂フィルム製のパウチに関し、特に内袋と外袋の二重構造として自立可能とした
自立パウチに関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、流動性食品で一度に消費せず少量ずつ消費する内容物の容器として、ガラス瓶や
プラスチックボトルなどの剛性容器が使用されている。近年、廃棄処理の容易化の観点か
ら、使用後に扁平に折り畳んで減容化が可能な合成樹脂フィルム製のパウチで自立性を有
するものが望まれている。しかし、一般的なスタンディングパウチでは、内容物が十分入
っている状態では底フィルム部が立体的に広がって自立性が維持されるが、内容物が少な
くとなると自立性が無くなるため、自立を補助するための補助具が別途必要であった。
【０００３】
　補助具を用いないでパウチ自体の自立性を維持する技術として、底ガゼットを備えた外
袋の内部に内袋としての内容物収納部を設け、内袋と外袋の間の空間に空気等のガスを充
填して外袋を膨らませた二重自立袋も知られている（特許文献１参照）。しかし、この二
重自立袋は、衝撃に弱い内容物を保護することが目的で、使用時には袋を開封して一度に
内容物を取り出す構造になっている。つまり、開封した後は充填されたガスが抜け、自立
性がなくなってしまうものである。そのため、流動性の内容物を何度かに分けて取り出す
容器として、そのまま利用することができない。
【０００４】
　そこで、そのような欠点を解消するために、本出願人は、外袋のサイドシール部に折り
曲げ部を設けた自立パウチを提案している（特許文献２参照）。しかしながら、この自立
パウチには、折り曲げ部を設けるための加工が必須となるため、未だ改善の余地がある。
【０００５】
　また、内袋と外袋の間の空間に気体を封入する場合、当該空間内に気体を入れつつ、内
袋と外袋との間に密閉空間が形成されるように封止加工を行わなければならないため、こ
の空間内に封入する気体の量を制御するのが難しいという問題もある。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２０１０－２７５０１８号公報
【特許文献２】特開２０１５－６８９１号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　本発明の目的は、内袋と外袋の間の密閉空間を満たす気体の量の制御が容易で、内容物
が減っても自立可能な自立パウチを提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明は、上記課題を解決するために以下の手段を採用した。
【０００９】
　すなわち、本発明の自立パウチは、
　流動性の内容物が充填される合成樹脂フィルム製の内袋と、
　前記内袋が収納される合成樹脂フィルム製の外袋と、
　前記内袋に取付けられ、リシール可能な口栓部と、
を備え、
　前記内袋と外袋との間には密閉空間が形成されており、
　前記内袋及び前記外袋のうちの少なくとも一部が、前記密閉空間内に存在する第１反応
物との反応により、前記密閉空間内に気体を発生する第２反応物が練り込まれたフィルム
により構成されていることを特徴とする。
【００１０】
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　本発明によれば、密閉空間内に存在する第１反応物と、フィルムに練り込まれた第２反
応物との反応により気体が発生し、内袋と外袋との間の密閉空間内が気体で満たされる。
従って、第２反応物を練り込むフィルムの大きさや、フィルムに練り込む第２反応物の量
によって、密閉空間内を満たす気体の量を制御できる。従って、内袋と外袋との間の密閉
空間を満たす気体の量の制御が容易である。また、内袋と外袋との間の密閉空間には、経
時的に気体が増えていく。これにより、内容物が減っても、自立パウチが自立可能な状態
を保つことができる。
【００１１】
　第１反応物は水分であり、第２反応物は水分との反応により水素を発生する金属粉であ
ることが好ましい。また、第１反応物は水分であり、第２反応物が水分との反応により二
酸化炭素を発生する化合物の粉であることも好適である。
【発明の効果】
【００１２】
　以上説明したように、本発明によれば、内袋と外袋の間の密閉空間を満たす気体の量の
制御が容易で、内容物が減っても自立させることが可能となる。
【図面の簡単な説明】
【００１３】
【図１】図１は本発明の実施形態に係る自立パウチの正面図である。
【図２】図２は本発明の実施形態に係る自立パウチの側面図である。
【図３】図３は本発明の実施形態に係る自立パウチの模式的断面図である。
【図４】図４は本発明の実施形態に係る自立パウチの拡大断面図である。
【図５】図５は本発明の実施形態に係る自立パウチの内袋の変形例を示す外観図の一部拡
大図である。
【発明を実施するための形態】
【００１４】
　以下に図面を参照して、この発明を実施するための実施形態を、例示的に詳しく説明す
る。ただし、この実施形態に記載されている構成部品の寸法、材質、形状、その相対配置
などは、特に特定的な記載がない限りは、この発明の範囲をそれらのみに限定する趣旨の
ものではない。
【００１５】
　（実施形態）
　図１～図５を参照して、本発明の実施形態に係る自立パウチについて説明する。図１は
本発明の実施形態に係る自立パウチの正面図である。図２は本発明の実施形態に係る自立
パウチの側面図である。図１及び図２においては、内部構造を分かり易くするために、一
部（点線部）、透視図にて示している。図３は本発明の実施形態に係る自立パウチの模式
的断面図であり、図１中のＡＡ断面図である。図４は本発明の実施形態に係る自立パウチ
の拡大断面図であり、図３中のＸ部分を拡大した断面図である。図５は本発明の実施形態
に係る自立パウチの内袋の変形例を示す外観図の一部拡大図である。
【００１６】
　＜自立パウチの全体構成＞
　特に、図１～図３を参照して、本実施形態に係る自立パウチ１０の全体構成について説
明する。本実施形態に係る自立パウチ１０は、合成樹脂フィルム製の内袋２００と、この
内袋２００が収納される合成樹脂フィルム製の外袋１００と、リシール可能な口栓部３０
０とから構成される。内袋２００には、醤油、ソース、飲料等の流動性の内容物Ｃが充填
される。また、口栓部３００は内袋２００に取付けられている。また、口栓部３００は、
スパウト３１０と、このスパウト３１０を開閉するねじキャップ３２０とから構成されて
いる。そして、内袋２００と外袋１００の間には密閉空間Ｓが形成されている。
【００１７】
　＜内袋＞
　特に、図１～図３を参照して、内袋２００について、より詳細に説明する。本実施形態
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に係る内袋２００は、いわゆる平パウチである。すなわち、内袋２００は、表裏一対のフ
ィルム２００Ａ，２００Ｂを備えている。これら一対のフィルム２００Ａ，２００Ｂは、
左右両側辺と底辺の３辺が、サイドシール部２１０及びボトムシール部２２０にてヒート
シールされている。また、上辺の開口部間には、口栓部３００のスパウト３１０が挟まれ
た状態でヒートシールされ、トップシール部２３０が形成されている。
【００１８】
　＜外袋＞
　特に、図１～図３を参照して、外袋１００について、より詳細に説明する。本実施形態
に係る外袋１００は、いわゆるスタンディングパウチである。この外袋１００は、前面フ
ィルム１００Ａと、後面フィルム１００Ｂと、底フィルム１００Ｃの３枚のフィルムによ
り構成される。前面フィルム１００Ａと後面フィルム１００Ｂは四角形状であり、重ね合
わされた左右両側辺部がサイドシール部１１０にてヒートシールされている。また、前面
フィルム１００Ａと後面フィルム１００Ｂの下端部には、底フィルム１００Ｃが、二つ折
り状態で前面フィルム１００Ａと後面フィルム１００Ｂの下端部に挟み込まれ、ボトムシ
ール部１２０にてヒートシールされている。
【００１９】
　外袋１００の上端部は、内袋２００のトップシール部２３０を挟むように重ねてヒート
シールされてトップシール部１３０が形成され、内袋２００と外袋１００の間の隙間が封
止される。これにより、内袋２００と外袋１００との間に密閉空間Ｓが形成される。そし
て、この密閉空間Ｓに気体が充填されることによって、前面フィルム１００Ａと後面フィ
ルム１００Ｂが前後に膨らみ、底フィルム１００Ｃが舟形形状に前後に開き、ボトムシー
ル部１２０の下端部が接地することで、自立状態が保持される。
【００２０】
　＜自立パウチの製造工程＞
　本実施形態に係る自立パウチ１０の製造工程について簡単に説明する。内袋２００につ
いては、表裏一対のフィルム２００Ａ，２００Ｂに対して、ヒートシールによって、サイ
ドシール部２１０、ボトムシール部２２０及びトップシール部２３０が形成される。なお
、サイドシール部２１０とボトムシール部２２０が形成された後に、トップシール部２３
０が形成される。トップシール部２３０の形成に際しては、上辺が開口する内袋２００の
上部開口部に、スパウト３１０を挟み込んだ状態でヒートシールされ、トップシール部２
３０が形成される。ただし、自立パウチ１０が出荷前の状態においては、トップシール部
２３０のうちの一部にシールされない部分が設けられており、この部分から内容物Ｃが充
填された後に、ヒートシールによって完全なトップシール部２３０が形成される。
【００２１】
　外袋１００については、前面フィルム１００Ａと、後面フィルム１００Ｂと、底フィル
ム１００Ｃの３枚のフィルムに対して、ヒートシールによって、サイドシール部１１０、
ボトムシール部１２０及びトップシール部１３０が形成される。なお、サイドシール部１
１０とボトムシール部１２０が形成された後に、トップシール部１３０が形成される。す
なわち、サイドシール部１１０とボトムシール部１２０が形成された外袋１００に対して
、口栓部３００が取り付けられた内袋２００が収納され、内袋２００のトップシール部２
３０が挟まれた状態で、外袋１００のトップシール部１３０が形成される。
【００２２】
　ここで、内袋と外袋との間の空間に気体を充填させる場合、従来、外袋のトップシール
部の一部にシールされない部分を設けており、この部分から気体を充填させつつ当該部分
をシールしていた。これに対し、本実施形態に係る自立パウチ１０においては、外袋１０
０のトップシール部１３０の一部にシールされない部分を設けておく必要はない。つまり
、本実施形態においては、シールされない部分から気体を充填させる工程が不要である。
以下、このような工程が不要にも拘わらず、内袋２００と外袋１００との間の密閉空間Ｓ
に気体を満たすことが可能となる構成について詳細に説明する。
【００２３】
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　＜密閉空間の気体＞
　本実施形態に係る自立パウチ１０においては、内袋２００と外袋１００との間に、第１
反応物としての水分Ｗが含まれた状態で、密閉空間Ｓが形成されている。つまり、上記の
製造工程において、内袋２００と外袋１００との間の空間に水分が入れられた後に、外袋
１００のトップシール部１３０が形成される。
【００２４】
　そして、本実施形態に係る外袋１００を構成する前面フィルム１００Ａ及び後面フィル
ム１００Ｂは、図４に示すように、外面材１００ＡＡと内面材１００ＡＢの２層構造によ
り構成されている。なお、図４においては、前面フィルム１００Ａについて示しているが
、後面フィルム１００Ｂも同様の構成である。外面材１００ＡＡは、気体の透過を抑制可
能なバリア性フィルムにより構成されている。これに対し、内面材１００ＡＢは、第２反
応物としての鉄粉Ｆが練り込まれた樹脂フィルムにより構成されている。
【００２５】
　以上のように構成された自立パウチ１０によって、密閉空間Ｓ内に存在する水分と、外
袋１００の内面材１００ＡＢに含まれている鉄粉Ｆとが反応することにより、経時的に水
素ガスが少しずつ発生する。これにより、密閉空間Ｓ内に、徐々に水素ガスが満たされて
いく。
【００２６】
　＜本実施形態に係る自立パウチの優れた点＞
　本実施形態に係る自立パウチ１０によれば、密閉空間Ｓ内を満たす気体は、密閉空間Ｓ
内に存在する第１反応物（水分）と、内面材１００ＡＢに練り込まれた第２反応物（鉄粉
Ｆ）との反応により得られる。従って、従来のように、外袋のトップシール部の一部にシ
ールされない部分を設けており、この部分から気体を充填させつつ当該部分をシールする
必要がない。また、鉄粉Ｆを練り込むフィルムの大きさや、フィルムに練り込む鉄粉Ｆの
量によって、密閉空間Ｓ内を満たす気体の量を制御できる。なお、経過時間と、密閉空間
Ｓ内の気体の量との関係も制御することができる。従って、内袋２００と外袋１００との
間の密閉空間Ｓに封入される気体の量の制御が容易である。また、内袋２００と外袋１０
０との間の密閉空間Ｓには、経時的に気体が増えていく。これにより、内容物Ｃが減って
も、自立パウチ１０が自立可能な状態を保つことができる。なお、密閉空間Ｓ内を陽圧に
した状態を維持させることも可能である。従って、自立パウチ１０の自立姿勢を良くする
ことができる。また、クッション性を出すことができるため、落下に対する耐性も備えさ
せることができる。
【００２７】
　＜その他＞
　上記実施形態においては、外袋１００を構成するフィルムの内面材が、第２反応物とし
ての鉄粉Ｆが練り込まれたフィルムにより構成される場合を示した。しかしながら、本発
明においては、第２反応物が練り込まれたフィルムについては、内袋２００及び外袋１０
０のうちの少なくとも一部が、当該フィルムにより構成されていればよい。従って、例え
ば、前面フィルム１００Ａのみ、上述した２層構造からなる樹脂フィルムを用い、後面フ
ィルム１００Ｂについては、バリア性フィルムのみからなるフィルムを採用することも可
能である。また、前面フィルム１００Ａと後面フィルム１００Ｂについては、３層または
それ以上の複数の層構成とし、中間層に、第２反応物が練り込まれたフィルムを有する構
成を採用することもできる。この場合には、中間層よりも内側のフィルムについて、第１
反応物が透過するフィルムを用いればよい。更に、内袋２００を構成するフィルム２００
Ａの一部に、外面材として第２反応物が練り込まれたフィルム２００ＡＸを貼り付ける構
成を採用することもできる（図５参照）。なお、図５においては、内袋２００を外側から
見た外観図の一部を示している。また、外袋１００を構成するフィルムと同様に、内袋２
００を構成するフィルムについても、３層以上の多層構造をなしていてもよい。勿論、外
袋１００と内袋２００の両者に第２反応物を存在させる構成を採用してもよい。
【００２８】
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　また、上記実施形態においては、第１反応物は水分で、第２反応物が鉄粉の場合を示し
た。しかしながら、本発明においては、第１反応物と第２反応物は、反応によって気体が
発生するものであれば、各種公知技術を適用可能である。例えば、第１反応物が水分の場
合においては、第２反応物として、マグネシウムやアルミニウムを用いた場合でも、水素
ガスを発生させることが可能である。また、第２反応物として、重曹や炭酸カルシウムを
用いれば、二酸化炭素ガスを発生させることが可能である。
【００２９】
　また、上記実施形態においては、予め、密閉空間Ｓに第１反応物としての水分を入れて
おく場合の構成を示した。しかしながら、本発明においては、内袋２００に充填されてい
る内容物Ｃから、水分など第１反応物となる物質が密閉空間Ｓに経時的に染み出してくる
ような場合には、当該物質を第１反応物として利用することもできる。この場合、予め、
密閉空間Ｓに第１反応物を入れておくことは不要である。
【００３０】
　更に、上記実施形態においては、リシール可能な口栓部３００が、スパウト３１０とね
じキャップ３２０とにより構成される場合を示した。しかしながら、本発明においては、
リシール可能な口栓部として、例えば、ジッパーなど、各種公知技術を適用可能である。
【符号の説明】
【００３１】
　１０　自立パウチ
　１００　外袋
　１００Ａ　前面フィルム
　１００ＡＡ　外面材
　１００ＡＢ　内面材
　１００Ｂ　後面フィルム
　１００Ｃ　底フィルム
　１１０　サイドシール部
　１２０　ボトムシール部
　１３０　トップシール部
　２００　内袋
　２００Ａ，２００Ｂ，２００ＡＸ　フィルム
　２１０　サイドシール部
　２２０　ボトムシール部
　２３０　トップシール部
　３００　口栓部
　３１０　スパウト
　３２０　キャップ
　Ｃ　内容物
　Ｆ　鉄粉
　Ｓ　密閉空間
　Ｗ　水分
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